	内航海運業


内航海運業は、金融危機の影響により、平成20年11月あたりから減少基調となり、21年初めには減少幅が拡大し、４～６月は底ばいで推移している。５、６月に入って、鉄鋼の減産緩和の動きもあり、少し貨物が増えてきたところもある。売上の減少により、減益となっており、船舶の建造計画を中止するところもある。今後は、自動車関連に動きが出れば動きだすという期待感もあり、21年の秋あたりに持ち直すのではとの声が多く聞かれる。
業界の概要
内航海運業は、船舶による国内海上貨物輸送を業務とする。大きくは、オペレーター（運送業）、オーナー（船舶貸渡業、船主）に分けられ、フェリーによる貨物輸送もある。
島国である日本において、国内輸送に占める海運の割合は高く、国内物流を、貨物重量（トン）に輸送距離（キロメートル）を乗じた、トンキロベースでみると、約４割が内航海運であり、産業資材に限れば約８割は内航海運が担っている。全国で約６千隻の船舶が運航している。
積載貨物は、石油製品、鉄鋼、セメント、パルプ、じゃり、石灰石、化学製品等の産業資材が大半を占める。その他、生活関連物資なども輸送し、中には特殊貨物として、新幹線など鉄道車両も輸送している。また、外航貨物を積み替え、内航船で地方港などに輸送する二次輸送も取り扱う。貨物輸送に占める主要品目の割合をみると、石油製品が23.5％と最も多く、次いで、非金属鉱物が22.3％、金属が13.2％などとなっている（国土交通省「平成19年度内航船舶輸送統計調査」）。

内航船は、国内の国際港や地方港、工場に直付けする工場岸壁などを結ぶ。内航海運は素材や部品などの中間財を多く運ぶため、メーカーの生産ラインに組み込まれているとも言える。
貨物によって、船の種類は分かれ、石油製品を輸送する油送船、鉄鋼製品などを輸送する一般貨物船、コンテナ船、液体化学品を輸送するケミカル船、自動車専用船、ＬＰＧ船、トレーラなどが直接乗降できるＲＯＲＯ船、セメント専用船、石灰石専用船など多岐にわたる。
内航海運は荷主、オペレーター、オーナーの縦の系列関係にあり、荷主の影響力が大きいのが特徴である。

事業所数でみると、オペレーターは少なく、オーナーが大半である。オペレーターのほとんどが大手メーカー子会社の物流専門会社である。独立系の中小オペレーターは、主にこれら大手のオペレーターから輸送契約を受注している。オーナーは全国に約４千社あり、その内約９割以上は、船を１隻か２隻保有している個人船主である。

大阪の地位

　総務省『平成18年 事業所・企業統計調査』によると、沿海海運業、内陸水運業、船舶貸渡業の３業種を足した事業所数は、全国で3,515事業所あり、従業者数は、43,093人である。大阪では、事業所数は、152事業所（対全国比4.3％、以下同様）であり、従業者数は、2,007人（4.7％）である。
大阪と各都道府県間の貨物の流れをみると、大阪発の貨物は千葉向けが最も多く、兵庫、和歌山など近畿圏が続き、岡山、沖縄、山口、福岡など瀬戸内、九州方面が多い（国土交通省「平成19年度内航船舶輸送統計調査」）。大阪着の貨物をみると、鹿児島発が最も多く、広島、山口、岡山など瀬戸内方面が続き、兵庫、千葉などとなっている。
輸送量は横ばいで推移
内航海運の輸送量は、平成20年夏あたりまでは底堅く推移しており、一部の事業所では船腹が足りないほどの状況であった。しかし、金融危機の影響から、11月あたりから減少基調となり、21年初めには減少幅が拡大した。４～６月は底ばいで推移している。事業所によっては、４月にさらに落ちこんだところもあるが、５、６月に入って、鉄鋼の減産緩和の動きもあり、少し貨物が増えてきたところもある。エコカー関連の部品の輸送など、一部ではリーマンショック以前より好調な動きも出てきた。
４～６月期は、全体の輸送量では対前年同月比で約２割減であったが、特に鉄鋼については落ち込みが一番激しく、輸送量は約５割減少した。1月からメーカーが減産し、操業がストップしている影響である。中には船主に船を返す返船や船を減らす減船などの影響も出ており、係船、つまり船が停泊する岸壁が足りない状態であるという。
航路別では、定期航路については、比較的落ち込み幅が小さいが、不定期航路は特に厳しい。

用船料（船の賃借料金）をみると、内航海運は荷主の影響力が強いため、料金引き上げは難しいという。
用船契約
単年度契約の場合、３月までは年度の契約関係を維持していたが、４月に契約を打ち切られたケースもある。また、契約は維持しても、実際に運航しない場合は、オペレーターがオーナーに協力金を支払うことになる。定期用船契約を打ち切られ、短期の契約に変更されるケースもあるという。
収益・資金繰り
売上の減少により、減益であり、中には赤字に転落した事業所もある。収益は、約２割減少という事業所が多い。
資金繰りは問題ないという事業所がほとんどだが、高速料金値下げの影響を受けたフェリーや、規模が小さい事業所の一部では厳しい。

雇用

陸上、海上社員とも解雇はしていないという事業所が大半である。小規模な事業所では、給与削減や新規採用見送りなどで対応しているが、中堅規模の事業所では新規採用を引き続き行なっている。
内航海運の船員は、高齢者が多く、45歳以上の船員が約６割を占め、若手船員確保の問題がある。
船員になるには、主に水産・海洋高等学校、海上技術短期大学、商船高等専門学校、旧商船系の大学や水産系の大学などを卒業することになる。このうち、水産・海洋高等学校と海上技術短期大学は内航の船員を輩出しているが、最近では、学生が内航海運業への就職を希望しないという。また学校を卒業したとしても免許取得に実務経験がいるため、即戦力とはなれない。

設備投資

不況の影響に加え、建造コストの高騰などもあり、新しい船を建造する計画を中止し、違約金を支払うケースもあるという。古い船に対する代替建造は、各事業所とも行なっているが、全体的に船の老朽化は進んでおり、耐用年数15年のところ20年を超えた船もあるなど、建造には消極的である。
その他
トラックの運賃が下がっており、小型船の一部などでは、内航海運との競合が激しくなっている。こうしたことから、港に集荷した貨物の一部を船で輸送せず、目的地までトラックで陸送するというケースもある。
今後の見通し
景況はまだまだ底打ちとはいえない。自動車関連に動きが出れば全て動きだすという期待感もあり、21年の秋あたりに持ち直すのではとの声が多く聞かれる。ただ、不定期航路に関しては、完全に荷が戻るのは１、２年先という見通しもある。また、この５、６月の荷動きの活発化は、景気対策の影響による短期的なものであるため、今後の腰折れの懸念を指摘する声もある。
（福井 紳也）
[image: image1.emf]表１　内航船舶主要輸送品目別輸送量（全国、平成19年度）

品目

輸送量

（億トンキロ）

割合（％）

金 属 鉱 1 0.1

非 金 属 鉱 物 453 22.3

うち石灰石 139 6.8

うち原油 287 14.1

金 属 269 13.2

うち鉄鋼 262 12.9

機 械 61 3.0

うち輸送用機械 41 2.0

窯 業 品 214 10.6

うちセメント 209 10.3

石 油 製 品 476 23.5

化 学 薬 品 79 3.9

合 計 2,030 100.0

資料：国土交通省「平成19年度内航船舶輸送統計調査」


[image: image2.emf]表３　内航船舶輸送量推移（全国）

年月

輸送量

（億トンキロ）

対前年同月比増減率

（％）

平成20年3月 181 -1.5

4月 168 0.1

5月 160 -1.0

6月 159 -3.4

7月 165 1.1

8月 162 -5.1

9月 157 -1.3

10月 164 -4.8

11月 156 -6.9

12月 161 -11.5

21年1月 142 -17.8

2月 140 -15.4

3月 141 -21.8

資料：国土交通省「平成19年度内航船舶輸送統計調査」


[image: image3.emf]表２　内航船舶都道府県間流動表（平成19年度）

都道府県

大阪発貨物輸送量

（千トン）

都道府県

大阪着貨物輸送量

（千トン）

千 葉 1,246鹿 児 島 5,571

兵 庫 1,120広 島 3,016

和 歌 山 1,115山 口 2,938

岡 山 825岡 山 2,898

沖 縄 786兵 庫 2,679

山 口 723千 葉 2,191

福 岡 689大 分 1,866

愛 媛 676福 岡 1,803

愛 知 596北 海 道 1,091

大 阪 562愛 媛 952

北 海 道 549和 歌 山 868

神 奈 川 529神 奈 川 731

香 川 516高 知 696

資料：国土交通省「平成19年度内航船舶輸送統計調査」
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